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  令和８年   熊本県議会６月定例会会議録     第４号 

 

令和８年６月12日(金曜日) 

   ――――――――――――――――― 

   議事日程 第４号 

  令和８年６月12日(金曜日)午前10時開議 

 第１ 一般質問(議案に対する質疑並びに県の

一般事務について) 

   ――――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 日程第１ 一般質問(議案に対する質疑並びに

県の一般事務について)  

     ――――――○―――――― 

出席議員氏名(47人) 

            星 野 愛 斗 君 

            髙 井 千 歳 さん 

            住 永 栄一郎 君 

            亀 田 英 雄 君 

            幸 村 香代子 君 

            杉 嶌 ミ カ さん 

            立 山 大二朗 君 

            斎 藤 陽 子 さん 

            本 田 雄 三 君 

            岩 田 智 子 君 

            堤   泰 之 君 

            南 部 隼 平 君 

            前 田 敬 介 君 

            坂 梨 剛 昭 君 

            荒 川 知 章 君 

            城 戸   淳 君 

            西 村 尚 武 君 

            池 永 幸 生 君 

            竹 﨑 和 虎 君 

            吉 田 孝 平 君 

            中 村 亮 彦 君 

            増 永 慎一郎 君 

            前 田 憲 秀 君 

            髙 島 和 男 君 

            松 村 秀 逸 君 

            岩 本 浩 治 君 

            西 山 宗 孝 君 

            河 津 修 司 君 

            楠 本 千 秋 君 

            橋 口 海 平 君 

            緒 方 勇 二 君 

           髙 木 健 次 君 

            髙 野 洋 介 君 

            内 野 幸 喜 君 

            岩 中 伸 司 君 

            城 下 広 作 君 

            西   聖 一 君 

            山 口   裕 君 

            渕 上 陽 一 君 

            坂 田 孝 志 君 

            溝 口 幸 治 君 

            池 田 和 貴 君 

            吉 永 和 世 君 

            松 田 三 郎 君 

            藤 川 隆 夫 君 

            岩 下 栄 一 君 

            前 川   收 君 

欠席議員氏名(なし)    

   ――――――――――――――――― 

説明のため出席した者の職氏名 

      知    事 木 村   敬 君 

      副 知 事 竹 内 信 義 君 
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      副 知 事 亀 崎 直 隆 君 

      知事公室長 府 高   隆 君 

      総 務 部 長 下 山   薫 さん 

      企画振興部長 富 永 隼 行 君 

      理    事 枝 國 智 子 さん 

      理    事 柴 田 英 伸 君 

      健康福祉部長 久 原 美樹子 さん 

      環境生活部長 清 田 克 弘 君 

      商工労働部長 上 田 哲 也 君 

      観光文化部長 梅 川 日出樹 君 

      農林水産部長 深 川 元 樹 君 

      理    事 間 宮 将 大 君 

      土 木 部 長 奥 山 和 弘 君 

      会計管理者 城 内 智 昭 君 

      企 業 局 長 森 山 哲 也 君 

      病 院 事 業 
             千 田 真 寿 君       管 理 者 

      教 育 長 越 猪 浩 樹 君 

      警察本部長 佐 藤 昭 一 君 

      人事委員会 
            坂 野 定 則 君       事 務 局 長 

      監 査 委 員 小 原 雅 之 君 

   ――――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

事 務 局 長 鈴   和 幸 

      事務局次長  
            池 永 淳 一 
      兼総務課長 
      首席審議員 
            坂 本 誠 也       兼議事課長 

      議事課長補佐 吉 田   晋 

     ――――――○―――――― 

  午前10時開議 

○議長(内野幸喜君) これより本日の会議を開き

ます。 

         ――――――○―――――― 

 日程第１ 一般質問 

○議長(内野幸喜君) 日程に従いまして、日程第

１、昨日に引き続き一般質問を行います。 

 南部隼平君。 

  〔南部隼平君登壇〕（拍手） 

○南部隼平君 皆さん、おはようございます。自

由民主党・熊本市第一選挙区選出の南部隼平で

す。今回が議員になって８回目の質問となりま

す。８回目となりますけれども、いつまでも１期

目の最初の緊張感を思い出しながら、初心を忘れ

ず、初々しく若さを前面に出して気合を入れて質

問したいと思いますので、ぜひとも皆さん御清聴

いただければと思います。 

 執行部の皆様においても、ぜひ明快な答弁よろ

しくお願いいたします。 

 それでは、通告に従い、早速１問目の質問に入

ります。 

 まず、初めの質問は、熊本都市圏の渋滞対策に

ついてお尋ねをします。 

 私は、これまで継続して、都市交通マスタープ

ラン、そして地域公共交通計画など、本県の公共

交通政策について度々質問を行ってきました。 

 その間、知事と熊本市長によるトップ会談にお

いて、自動車１割削減、渋滞半減、公共交通利用

２倍という共通目標が掲げられ、県市調整会議を

中心に、様々な議論が進められてきました。ま

た、都市交通マスタープランや地域公共交通計画

の策定、新たな交通の枠組みづくりなど、公共交

通への関心が高まり、具体的な検討が進んでき

た、このことについては大変評価をしておりま

す。 

 一方で、ＪＡＳＭをはじめとする半導体関連企

業の進出に伴い、菊陽町、合志市、大津町周辺で

は交通需要が急増しており、渋滞の問題は、熊本

市だけではなく、都市圏全体の課題となっていま

す。 

 また、信号制御の最適化や交差点の改良、時差

出勤など短期対策については一定の成果が見られ

るものの、抜本的な渋滞解消を実現するために
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は、自動車から公共交通への転換を進めること、

これが不可欠であると考えます。 

 しかしながら、県民の立場から見ると、公共交

通が以前より便利になったという実感はまだ十分

とは言えません。むしろほとんどないのではない

でしょうか。例えば、運行本数が増えた、乗り継

ぎがしやすくなった、運賃負担が軽くなった、目

的地までの移動時間が短縮された、駅やバス停ま

でのアクセスが改善された、こういった公共交通

を利用するメリットを実感できる具体的な変化

は、限定的なのではないでしょうか。 

 さらに、最近では、熊本市において交通連合構

想など新たな枠組みづくりの議論も進められてお

りますが、県民から見れば、組織や制度の議論が

先行し、誰がどのような役割を担い、どのような

サービス改善を実現していくのかが見えにくい、

そんな状況にあります。 

 私は、公共交通利用２倍という目標を実現する

ためには、市町村や交通事業者任せではなく、県

がしっかり旗振り役となって、熊本市をはじめと

する都市圏自治体や交通事業者と連携しながら、

広域的なマネジメントを進めていく必要があると

考えています。 

 また、今後空港アクセス鉄道の整備が進めば、

鉄道そのものだけではなく、交通結節点の整備、

さらには、フィーダーバス、デマンド交通などの

二次交通を含めた公共交通ネットワーク全体の再

構築も求められます。これは、昨日、星野議員も

質問されていたというふうに思います。 

 そこで、私から３点お尋ねをします。 

 １点目は、公共交通利用２倍という目標実現に

向け、県は、熊本市や周辺自治体、交通事業者と

どのような役割分担の下で広域的な交通マネジメ

ント体制を構築しようとしているのか。 

 ２点目は、県民が利便性向上を実感できる公共

交通サービスを実現するために、運行本数や乗り

継ぎ利便性の向上、運賃施策、交通結節点整備な

ど、どのように取り組んでいくのか。 

 ３点目は、公共交通利用２倍という目標達成に

向けては、サービス向上だけではなく、それを支

える供給力の確保が不可欠であります。運転士不

足や人材確保、車両の更新など、そういった課題

に対し、県としてどのような支援を行い、将来的

にどのような供給体制を構築していこうと考えて

いるのか、あわせて、企画振興部長にお尋ねいた

します。 

  〔企画振興部長富永隼行君登壇〕 

○企画振興部長(富永隼行君) 熊本都市圏の渋滞

対策についてお答えします。 

 県では、知事を本部長とする熊本県渋滞解消推

進本部の下、道路施策と公共交通施策の両面から

総合的な渋滞対策を進めています。 

 抜本的な渋滞解消に向けては、議員御指摘のと

おり、自動車から公共交通への転換を進めること

が極めて重要です。 

 公共交通施策では、ＪＲ豊肥本線の機能強化に

向けた取組や、そこからの二次交通としてのセミ

コンテクノパーク周辺における通勤バスの実証運

行など、公共交通の利用促進に取り組んでまいり

ました。 

 また、パーク・アンド・ライドの推進や企業へ

の時差出勤等の働きかけなどを進めており、一定

の成果も見られているところです。 

 一方で、議員御指摘のとおり、今後、公共交通

利用２倍という目標を実現し、自動車から公共交

通への本格的な転換を進めていくためには、交通

事業者ごとの取組や個別の施策だけではなく、交

通モードの垣根を越えて、運行サービス全体を最

適化していくことが必要であると考えています。 

 このため、本年３月に策定した熊本県地域公共
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交通計画では、効率的で利便性の高い公共交通サ

ービスの提供を実現する新たな体制として、行政

と交通事業者等との強い連携を図る交通連合の創

設を検討することとしています。 

 交通連合には、行政はもとより、公共交通の基

幹的な役割を担うバスや鉄道の事業者、さらには

二次交通やコミュニティー交通などの主体として

も期待されるタクシー事業者など、交通モードの

垣根を越えた幅広い事業者の参画が想定されま

す。 

 今後、新たなマネジメント組織となる熊本交通

機構の創設に向け、熊本市や交通事業者等ととも

に設立する検討協議会において、具体的な議論を

進めてまいります。 

 利便性の向上や供給力の確保については、今後

の検討協議会での議論の中で、公共交通全体で運

行サービスの最適化につながるよう、ダイヤや運

賃、乗り継ぎ、人材の確保などの課題解決に向け

て、しっかりと検討を進めてまいります。 

 県では、まず、今年度、運転士や車両等の輸送

資源の保有、運用状況の整理やデータベース化に

取り組むとともに、各地域における路線別のサー

ビス水準の設定等に取り組むこととしています。 

 また、市町村や交通事業者においては、県が設

定したサービス水準に基づき、都市部における増

便や新たな路線の導入などの輸送力の強化、乗換

えの円滑化などの利便性の向上に取り組んでいた

だくこととしています。 

 一方、市町村においては、マンパワーやノウハ

ウの不足、交通事業者においては、運転士不足な

どの課題を抱えています。 

 県では、今年度、運転士不足対策への支援や市

町村の交通施策への伴走支援、市町村と交通事業

者が連携して取り組む二次交通の機能強化に対す

る支援などを行うこととしています。 

 引き続き、誰一人取り残されず、行きたいとき

に行きたいところへ不自由なくアクセスできる社

会の実現に向けて、公共交通の利便性向上と供給

力の確保にしっかりと取り組んでまいります。 

  〔南部隼平君登壇〕 

○南部隼平君 私自身、この問題については継続

して質問をしてまいりました。数年前と比べる

と、知事や各市町村の首長さん、そして、議員各

位をはじめ行政全体の問題意識も非常に高まって

おり、県市連携による議論も進み、この公共交通

施策についても大きく前進してきたというふうに

感じています。そういう意味では、ようやくここ

まで来たかという思いもあります。 

 しかし、ここからが本当の勝負ではないかとい

うふうに思っています。公共交通２倍という目標

は、やはり県民の皆さんが自家用車から公共交通

を選択する割合を増やすということになります。

そのためには、やはり本数が増えたであるとか、

乗換えが便利になった、こういった県民が利便性

の向上を実感できる具体的な施策が必要だという

ふうに思います。また、それを支える供給力も欠

かせません。 

 さらに、私は、公共交通利用２倍という高い目

標を掲げる以上、それに見合った投資についても

今後議論していく必要があると考えています。 

 現在、空港アクセス鉄道の検討も進められてい

ますが、県民にとって重要なのは、将来の鉄道整

備だけではありません。毎日の通勤通学、買物に

使う公共交通が便利になったと実感できること、

これが大事です。 

 私は、熊本都市圏の渋滞問題は、市町村や交通

事業者だけでは解決できない課題であり、県が先

頭に立って取り組むべき課題であるというふうに

考えております。 

 交通連合やサービス水準の設定、これをやって
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いくということは非常に喜ばしいことであります

が、それをゴールとするのではなくて、その先に

ある県民の行動変容につなげるため、今後は、都

市圏全体で公共交通施策の優先順位をさらに高め

て、より踏み込んだ取組を進めていただくことを

強く要望いたします。 

 このことは、知事もぜひよろしくお願いいたし

ます。 

 次に、学校における校外活動の安全確保と政治

的中立性について質問をいたします。 

 本年３月、沖縄県辺野古沖にて、修学旅行中の

高校生らが乗船した船舶が転覆し、生徒１名と船

長が亡くなる大変痛ましい事故が発生をいたしま

した。 

 文部科学省は、調査結果において、事前の安全

確認や危機管理体制の不備などを指摘し、学校運

営上、著しく不適切であったとの見解を示してい

ます。 

 また、この事案については、安全管理のみなら

ず、教育内容についても議論が行われ、文部科学

省は、教育基本法第14条の趣旨を踏まえ、政治的

中立性の確保や、生徒が多面的、多角的な視点か

ら学ぶことの重要性についても言及しています。 

  近年、修学旅行や校外学習は体験型、探求型へ

と変化し、生徒が、平和問題や環境問題、地域課

題など、様々な社会課題について学ぶ機会も増え

ています。また、部活動においても県外遠征や宿

泊を伴う活動が日常的に行われており、学校での

教育活動は、ますます広がりを見せております。 

 その一方で、本県においても、部活動中の事故

など、生徒の安全に関わる事案が発生をしており

ます。校外活動の充実が求められる今だからこ

そ、安全管理の徹底と政治的中立性の確保をどの

ように両立していくのか、これが重要であると考

えます。 

 そこでまず、教育長に２点お尋ねします。 

 １点目は、県立学校における修学旅行や部活動

遠征について、安全管理はどのような基準や手順

で行われているのでしょうか。また、今回の辺野

古沖での事故や本県における部活動中の事故等を

踏まえ、県教育委員会として、校外活動につい

て、改めて点検すべき課題はないのかをお尋ねし

ます。 

 ２点目は、文部科学省は、今回の事案におい

て、教育基本法第14条の趣旨を踏まえた政治的中

立性や、多面的、多角的な学びの重要性について

も見解を示しております。 

 私は、平和学習をはじめ社会課題について学ぶ

教育そのものは大変重要であるというふうに考え

ております。しかしながら、その際には、特定の

立場や考え方に偏ることなく、生徒が様々な視点

に触れ、自ら考え判断する力を養うことが重要で

あるというふうに考えております。 

 そこで、県立学校において、政治的中立性をど

のように確保しながら、多面的、多角的な学びを

実現しているのか、また、教材の選定や外部講師

の活用、校外学習の実施に当たり、どのような観

点で指導や確認を行っているのかをお尋ねしま

す。 

 次に、続けて、総務部長に２点お尋ねします。 

 今回の事故は、私立学校において発生したもの

であります。私立学校には建学の精神に基づく教

育の自主性、独自性が認められており、それは尊

重されるべきです。一方で、私立学校に対する公

費負担は年々拡大をしており、高校授業料の無償

化が進められる中にあっては、県民の関心もより

高まっていくものと考えます。 

 そこで、１点目は、県として、私立学校におけ

る修学旅行や校外学習、部活動遠征等の安全管理

体制について、どの程度把握されているのでしょ
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うか。また、事故防止に向けた情報発信や助言は

どのように行われているのか、お尋ねします。 

 ２点目は、今回文部科学省が示した政治的中立

性や多面的、多角的な学びに関する見解につい

て、私立学校に対して県としてどのような情報共

有や助言を行っていくのか、所見をお伺いいたし

ます。 

  〔教育長越猪浩樹君登壇〕 

○教育長(越猪浩樹君) まず、学校における校外

活動の安全確保についてお答えします。 

 学校は、学校保健安全法により、危機管理マニ

ュアルの作成が義務づけられており、これに基づ

き安全管理体制を確保しています。 

 その上で、修学旅行は、教育課程に位置づけら

れた学校行事として実施するものであり、生徒の

心身の発達や保護者の経済的負担を考慮し、学校

が主体性を持って計画立案するものです。 

 県教育委員会では、熊本県立学校管理規則に基

づき、県立学校の修学旅行に関する実施基準など

を示し、事故のないよう万全の対策を講じること

としています。 

 具体的には、学校から提出された修学旅行承認

申請書を基に、目的、引率教員の配置、指導計画

及び危機管理体制など、全ての行程で生徒及び教

職員の安全が確保されていることを確認し、承認

をしています。 

 次に、部活動遠征については、各学校に周知し

ている部活動の指針に基づき、顧問が事前に会場

や引率等を明記した計画書を校長に提出し、承認

を得ることとしています。 

 また、安全な活動の継続が困難と判断される場

合は、各学校において、活動の即時中止や計画の

見直しなど、状況に応じた適切な措置を講ずるこ

ととしています。 

 これまで、県教育委員会では、安全確保に関す

る通知を発出してきましたが、今回の事故を受

け、改めて周知徹底を行ったところです。さら

に、教育庁関係課でのプロジェクトチームを設置

し、改めて校外活動における課題について検討を

始め、実態について調査を予定しています。 

 調査の結果を踏まえ、現在国でまとめられてい

る校外活動の安全確保対策を基に、生徒が安全に

校外活動を行えるよう安全確保対策を徹底してま

いります。 

 次に、県立学校における政治的中立性の確保に

ついては、学習指導要領において、特定の見方や

考え方に偏った指導を行うことのないようにする

ことと規定されています。 

 また、県教育委員会では、令和５年に、18歳選

挙権を受けた学校における生徒指導上のガイドラ

インを作成したところです。同ガイドラインで

は、生徒が様々な社会課題について議論を交わし

ながら、主体的に思考し行動できるよう指導する

とともに、教員は個人的な主義主張を述べること

は避け、公正かつ中立な立場で生徒を指導するこ

とと明記し、教材の選定など、あらゆる教育活動

において適切な取扱いが行われるよう学校に周知

しています。 

 県教育委員会としては、引き続き学習指導要領

やガイドラインの趣旨が各学校のあらゆる教育活

動において徹底されるよう、指導や助言を行って

まいります。 

  〔総務部長下山薫さん登壇〕 

○総務部長(下山薫さん) 次に、私立学校に対す

る県の取組についてお答えします。まず、修学旅

行等の安全管理体制の把握状況と事故防止に向け

た県の取組についてです。 

 私立の中学、高校においても、校外活動を含め

た生徒の安全確保のため、学校保健安全法に基づ

き、危険発生時の措置や手順等を定めた危機管理
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マニュアルの作成が義務づけられています。 

 県では、生徒が学校で生き生きと活動し、安心

して学ぶためには、学校生活における安全の確保

が何よりも重要との認識から、毎年実施している

各学校の運営状況のヒアリングなどにおいて、マ

ニュアルの作成状況等を確認しています。 

 また、今回の重大な事故を受け、国が発出した

校外活動の安全確保等に係る通知を私立学校の校

長会で周知するとともに、各学校において校外活

動の実施内容や安全確保対策が講じられているか

を点検の上、必要に応じてマニュアルを見直すな

ど、対応の徹底を求めたところです。 

 県としては、今後も、修学旅行や部活動遠征を

はじめ、様々な校外活動の実施状況を定期的に点

検するなど、学校生活における安全確保対策の強

化に向けて取り組んでまいります。 

 次に、政治的中立性を踏まえた多面的、多角的

な学びへの対応についてです。 

 県では、高校等の教育活動における政治的中立

性については、これまでも教育基本法や学習指導

要領等を踏まえ、適切に対応するよう各学校に通

知等を行ってきたところです。 

 また、今回の事故を受け、今後、全国の学校を

対象に、国が安全の確保と適切な教育活動の実施

について対応状況を調査すると聞いています。県

では、この機会を捉え、状況の把握等に努め、必

要に応じ助言を行ってまいります。 

 議員御指摘のとおり、本年４月からいわゆる高

校無償化が開始され、私立学校においても教育活

動や学校運営に対し、これまで以上に期待される

一方、責任が求められています。 

 県としては、それぞれの自主性や建学の精神を

尊重しながらも、引き続き、県教育委員会との連

携の下、私立学校における生徒の安全の確保と適

切な教育活動の実施を図ってまいります。 

  〔南部隼平君登壇〕 

○南部隼平君 県立学校においては、修学旅行の

承認申請書、部活動遠征計画書、こういったもの

によって事前確認が行われていること、さらに、

今後新たな調査を行っていくということでござい

ました。 

 また、私立学校においても、危機管理マニュア

ルの確認や国の通知を踏まえた対応が行われると

いうことで理解をいたしました。 

 一方で、今回の辺野古沖での事故は、事前の計

画や手続だけでは十分に把握できない課題が存在

することを示した事案でもあったというふうに思

います。また、近年は、修学旅行や校外学習、部

活動遠征などの活動内容も多様化しており、子供

たちが様々な社会課題に触れる機会も増えており

ます。私は、現場の教職員の皆様の負担を過度に

増やしたり、子供たちの学びの機会を制限したり

することは決して望んでおりません。 

 しかしながら、生徒の命と安全を守るという観

点からは、提出された書類の確認だけではなく

て、実際にどのような活動が行われているのか、

また、安全対策が適切に機能しているかについ

て、県としても、一定の実態把握や検証を行う仕

組みも必要ではないかというふうに思います。 

 また、政治的中立性についても、今回の事案

は、改めて教育活動における重要な課題を提起し

たものと受け止めております。私は、平和学習や

社会課題について学ぶ教育そのものを否定するも

のではありません。むしろ、これからの時代を担

う子供たちには、積極的に学んでほしい分野だと

いうふうに考えております。 

 その一方で、特定の立場や考え方のみを学ぶの

ではなくて、多様な視点や異なる意見にも触れな

がら、自ら考え判断する力を育むことこそ、教育

の重要な役割であるというふうに考えます。その
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ため、この教材の選定や外部講師の活用、校外学

習の実施に当たっても、多面的な学びが確保され

ているかどうかという観点から、県の教育委員会

及び県において、継続的な確認や助言に努めてい

ただきたいというふうに思います。 

 特に私立学校については、自主性や建学の精神

を尊重することは当然でありますが、高校授業無

償化など公費負担が拡大する中にあっては、県民

に対する説明責任も、これ以上に求められていく

ものと思います。 

 安全確保と教育活動の充実、そして学校の自主

性とのバランスを図りながら、実効性のある点

検、確認体制の構築に努めていただくことを要望

し、この質問を終わらせていただきます。 

 次に、食のみやこ熊本県を支える基盤づくりに

ついて質問をいたします。 

 先日、フランスのディジョン及びスペインのサ

ンセバスチャンを視察する機会をいただきまし

た。 

 両都市とも世界的な美食の街として知られてお

りますが、現地を訪れて感じたことは、決して行

政によるＰＲや観光施策だけでその地位を築いた

わけではないということです。 

 ディジョンでは、ワインやガストロノミー、い

わゆるその都市ならではの食文化や食体験を楽し

む考え方のことをガストロノミーというふうに言

います。これらを地域の誇りとして市民が共有

し、これを学び、体験し、次世代へ継承する仕組

みが構築されていました。 

 また、本県とディジョン・メトロポールとの交

流は、令和５年の連携協定締結以降、着実に深化

をしており、今回の訪問においても、さらなる交

流の発展や友好関係の強化について前向きなお話

をいただいたところです。 

 一方、サンセバスチャンにおいては、美食クラ

ブと呼ばれる、仲間同士で料理や食事を楽しみな

がら食文化を継承する会員制のコミュニティー

や、地域の人々が日常的に飲食店をめぐり、食を

通じて交流するバル文化が、100年以上にわたり

市民生活の中に根づいてきました。そして、その

文化を土台として大学や研究機関、企業、料理人

が連携をしながら新たな価値創造にもチャレンジ

していました。 

 つまり、両都市に共通していたのは、食を単な

る産業や観光資源として捉えるのではなくて、地

域文化として育て、その上に産業や観光を発展さ

せているという点です。 

 本県は、農業産出額全国６位を誇り、多彩で質

の高い農林畜水産物や郷土料理、球磨焼酎をはじ

めとする豊かな食文化を有しています。 

 一方で、その魅力や価値が全国的な認知やブラ

ンド力の向上に十分結びついているとは言い難い

状況にあります。 

 今回視察したディジョンやサンセバスチャンで

は、食文化を市民が誇りとして共有し、学び、楽

しみながら次世代へ継承する仕組みが長年にわた

り築かれておりました。その積み重ねが結果とし

て都市のブランド力や観光振興、産業振興につな

がっていました。 

 私が最も印象に残ったのは、食文化そのものが

地域の誇りとして市民の共通認識となり、その価

値が世代を超えて受け継がれていたことでありま

す。 

 食のみやこ熊本県の実現に向けては、食材や料

理を売り込むだけではなく、それを支える人材や

文化、地域のつながりを育てていくことが重要で

ないかと考えています。 

 こうした観点から、食のみやこ推進担当理事に

４点お尋ねします。 

 １点目は、本県とディジョン・メトロポールと
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の交流を今後どのように深化させ、食のみやこ熊

本県の推進に生かしていくお考えか。 

 ２点目は、本県には、阿蘇、天草、球磨をはじ

め、地域ごとに特色のある食文化が存在しており

ますが、県としてこれらをどのように捉え、県民

参加による食文化の形成、継承を中長期的にどの

ように進めていくお考えか。 

 ３点目は、大学や研究機関、企業、生産者、料

理人など多様な主体が連携する産学官連携の仕組

みをどのように構築し、食関連産業の発展や新た

な価値創出につなげていくお考えか。 

 最後、４点目は、各地域の飲食店や商店街、市

場、酒蔵など地域に根差した食の資源をどのよう

に活用していくのか、また、それらを生かした地

域づくりを進めるのか、または新たな食の拠点形

成を目指すのか、あるいはその両方を進めていく

のか、食のみやこ熊本県の将来像について所見を

お伺いします。 

  〔理事間宮将大君登壇〕 

○理事(間宮将大君) まず、フランス・ディジョ

ンとの交流についてお答えします。 

 令和５年度にディジョン・メトロポールとの間

にＭＯＵを締結して以降、着実に連携を強化して

おり、昨年度は大阪・関西万博での共同プレゼン

テーションや熊本でのディジョン・ブルゴーニ

ュ・ウィークを開催するなど交流を深めてまいり

ました。令和９年度には、ＭＯＵの更新時期を迎

えることから、現在、今後の取組について関係部

局で検討を進めています。 

 ディジョンは、フランス料理とブドウ畑がそれ

ぞれ重要な文化遺産としてユネスコに認定される

など、フランス随一の美食の街とも言われる地域

であります。こうしたディジョンとの連携は、食

のみやこ熊本県の創造にとっても追い風だと考え

ております。今後、現地で開催されるイベントへ

の県内事業者の出展や料理人の相互交流など、具

体的な交流、連携を深め、本県の食の担い手育

成、ブランド力向上に生かしてまいります。 

 次に、中長期的な食文化の形成、継承について

お答えいたします。 

 県外出身の私は、熊本の食文化の豊かさ、魅力

を強く感じております。この夏の時期であれば、

先日、ＧＩ、地理的表示保護制度に登録された南

関そうめんやシャクの天ぷらが大好きです。ま

た、念願かなって年末に参加をした球磨地域の骨

かじりは、その味もさることながら、地域の皆さ

んが集まって骨つき肉にかぶりつく、その雰囲気

も格別でした。昨年度公募したくまモンの食いし

ん坊弁当の最優秀賞は、上益城に伝わる具酢あえ

から着想を得たものでありました。 

 県としても、こうした県内各地の食文化の重要

性を認識しており、郷土料理等について卓越した

知識、技術を持つくまもとふるさと食の名人さん

による伝承活動や、学校給食ふるさとくまさんデ

ーにおける伝統料理の提供、紹介などに取り組ん

でおります。また、県内料理人を対象としたシェ

フズアカデミーにおきまして、昨年度は、辛子レ

ンコン、せんだご汁、高森田楽に関する研修を行

っておりまして、伝統的な食文化とシェフの新た

な技術との融合も促していきたいと考えておりま

す。 

 食のみやこ熊本県づくりにおいても、長い歴史

の中で培われた各地域の食文化を尊重し、時代と

ともにそれらを発展させていく視点を大切にして

まいります。 

 ３点目に、産学官の連携についてお答えしま

す。 

 本県の食関連産業の発展にとって、多様な主体

が連携し、新たな価値を創造していくことは重要

だと考えております。 
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 最近では、県の産業技術センターと県内企業が

共同で疲労軽減効果が高い馬刺加工技術を開発し

た事例や、行政、熊本大学の支援の下、県内スタ

ートアップ企業が塩分吸収抑制技術を開発し、そ

れを用いた塩分オフセット麺が熊本ラーメン店で

メニュー化された事例があり、産学官による本県

の伝統食や食産業の発展につながる取組と認識し

ております。 

 県では、産学官のネットワーク化などにより新

たな産業の創出を目指すＵＸプロジェクトの柱の

一つとして、食を含むライフサイエンスを掲げて

います。また、昨年度から、生産、流通、加工、

販売、観光、教育などによるネットワーク交流会

を開催しております。 

 食に携わる皆様がそれぞれの強みを生かして、

食のみやこ熊本県の創造に向けて一丸となって取

組を進めていけるよう、県がその旗振り役を果た

してまいります。 

 最後に、地域の食資源の活用や食の拠点につい

てお答えいたします。 

 県内各地に食のみやこ熊本県を象徴する優れた

生産者や事業者が数多くいらっしゃいますが、昨

年度の三ツ星グルメフェスでは、それらの方々が

一堂に会することで生まれる新たな大きな力を目

の当たりにいたしました。こうした経験から、一

つ一つの事業者の挑戦を後押しし、その力を高め

ていくと同時に、そうした成功を点にとどめず面

として展開していくことが重要であるというふう

に考えております。このため、商店街支援や地域

ごとの食関係のコンソーシアム支援、また、県南

フードバレーと経済団体等との連携強化にも取り

組み、地域全体で価値を生み出していく仕組みづ

くりを進めてまいります。 

 また、県内では、桜の馬場城彩苑や熊本駅、阿

蘇くまもと空港など熊本の食の魅力が集積する拠

点が形成されており、黒川温泉にも食の拠点施設

が誕生しています。このような民間主導の動きを

さらに広げていくためにも、これらに参画する事

業者一つ一つの力の底上げと食を通じた地方創生

の機運醸成を一体的に進めていくことが不可欠で

あると考えております。 

 商品開発や高付加価値化など本県の食コンテン

ツの磨き上げを行いながら、熊本の食の魅力を県

内外に強力に発信し、食のみやこ熊本県のブラン

ド力強化に努めてまいります。 

  〔南部隼平君登壇〕 

○南部隼平君 私が４問も質問してしまいました

ので、非常に間宮担当理事の熱い思いがほとばし

っていたなというふうに感じております。 

 それぞれの取組については非常にきめ細かく取

組を進めておられるということで理解をいたしま

した。やはりこういった文化というのは一朝一夕

でできるものではありません。県民一人一人が熊

本の食文化に誇りを持ち、それを次世代に受け継

いでいく、そういった仕組みづくり、引き続き進

めていただきたいというふうに思います。 

 私としては、長期的に国内でここ熊本が食のみ

やことして有名になるだけではなく、世界中から

食を求めてこの熊本に行きたいと、そういうふう

に思っていただけるような食のみやこ熊本県の実

現を期待し、この質問を終わらせていただきま

す。 

 それでは次に、新下水処理施設建設に伴う排水

について質問をいたします。 

 ＪＡＳＭをはじめとする半導体関連企業の集積

が進む中、県では、工場排水を適切に処理するた

め、熊本セミコン特定公共下水道の整備を進めて

います。 

 昨年及び本年５月には地元説明会が開催され、

事業概要や放流施設の計画について、住民への説
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明が行われました。しかしながら、放流口が設置

される予定地域では、現在も様々な不安や疑問の

声が寄せられています。 

 特に、放流口の位置については、なぜこの場所

が選定されたのかという疑問の声があり、住民の

理解が十分に得られている状況とは言えません。

また、周辺には農地も広がっていることから、将

来的な影響や風評被害を懸念する声も聞かれま

す。 

 加えて、この地域は平成24年７月の九州北部豪

雨の際に大きな浸水被害を受けた地域でもあり、

水に対する不安や関心が特に強い地域でもありま

す。長年地域から要望されてきた様々な課題への

対応が十分進んでいない中で本事業が進められて

いることに対し、複雑な思いを抱く住民の方もお

られます。 

 さらに、半導体関連企業のさらなる集積が見込

まれる中、県が示している放流水量や処理能力は

現在の計画に基づくものではありますが、住民の

皆様からは、今後さらに工場集積が進んだ場合で

も周辺環境への影響はないのか、将来的に処理施

設が増設された場合の見通しはどうなっているの

かといった声も聞かれます。 

 特に、将来的な排水量の見通しや、その際の環

境保全の考え方について十分な説明を求める声が

多く聞かれております。 

 私自身も、説明会の場において、現在の計画だ

けではなくて、将来の排水量の見通し、その場合

においても安全性が確保される根拠、こういった

ことについて分かりやすく説明していただきたい

というふうに申し上げました。 

 半導体産業は本県の発展を支える重要な産業で

あり、その基盤整備は着実に進めていく必要があ

ります。一方で、地域住民の理解と安心なくして

事業を進めることはできません。そのためには、

現在の計画における安全性だけではなく、将来を

見据えた環境保全の考え方についても丁寧な説明

が求められていると考えます。 

 そこでお尋ねします。 

 放流口の位置決定に至った経緯、放流口周辺に

おける地下水を含む環境への影響、さらには今後

の集積に伴う放流水量の見通しと環境への影響に

ついて、さらに、住民の不安や懸念に対し、県と

してどのように説明し、理解促進を図っていかれ

るのか、土木部長にお尋ねします。 

  〔土木部長奥山和弘君登壇〕 

○土木部長(奥山和弘君) まず、熊本セミコン特

定公共下水道の放流口の位置についてお答えいた

します。 

 放流先につきましては、環境や治水の観点か

ら、処理場周辺の河川のうち、洪水時や平常時の

流量を比較、検討し、白川を選定しました。 

 その上で、河川整備計画において、より流下能

力が高い区間を基本に、放流管渠を埋設する道路

の現状や地理的条件などを総合的に検討し、放流

口の位置を決定しています。 

 次に、放流口周辺における地下水を含む環境へ

の影響についてお答えします。 

 熊本セミコン特定公共下水道事業の実施に当た

っては、熊本県公共事業等環境配慮システムに基

づき、専門家の御意見を伺いながら、環境に与え

る影響について、調査、予測、評価を行っていま

す。 

 なお、専門家からは、河川からの地下浸透によ

り、放流水が地下水へ直接影響を及ぼすリスクは

比較的低いとの御意見をいただいています。工場

からの排水は、下水道管理者による監視の下、下

水処理場において法令等の基準内まで処理し、河

川に放流することで公共用水域の水質保全を図っ

ています。 
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 また、本県では、法令等規制外物質について、

半導体関連企業が集積する地域周辺の河川や地下

水の環境モニタリングにより、周辺環境の変化を

把握し検証を行った上で、適切な対応につなげる

など、全国でも例のない取組を進めているところ

です。 

 さらに、放流水による地下水への影響を把握す

るため、県では、新たに放流口付近に観測井を設

けるなど、県独自の環境配慮措置にも取り組んで

まいります。 

 次に、今後の放流水量の見通しと環境への影響

についてお答えいたします。 

 現時点において、将来の工場集積の状況は明確

ではありませんが、工場からの排水が増加した場

合においても、段階的に増設できるような柔軟な

処理施設を計画中です。また、放流水の増加に対

しても、適宜、環境や治水の観点から精査すると

ともに、放流口付近での観測を継続するなど、環

境への影響を監視しながら適切な措置につなげて

まいります。 

 そして、半導体工場からの排水に対する関心の

高まりを踏まえ、これらの環境配慮措置や調査結

果等を公表するとともに、地域住民の方々にも分

かりやすく説明し、事業への理解促進を図ってま

いります。 

 今後とも、県民の不安の声に真摯に向き合い、

御理解を得ながら、熊本セミコン特定公共下水道

の整備にしっかりと取り組んでまいります。 

  〔南部隼平君登壇〕 

○南部隼平君 まず、放流口の選定については、

環境や治水、地理的条件などを総合的に勘案して

決定されたということでした。その説明は、もち

ろん十分理解をしております。その中でも、やは

りその地域は農地が広がる地域であり、風評被害

を懸念する声、こういったことも踏まえれば、住

民の方々にしっかり納得できるよう、より丁寧に

分かりやすい説明を引き続きお願いしたいという

ふうに思います。 

 また、地下水への影響については、専門家か

ら、リスクは比較的低いとの見解が示されまし

た。さらに、新たな観測井戸を設けるということ

で、こうした取組は地域にとって一つの安心材料

になるものと受け止めております。 

 ただ、一たび基準値を超えるような有害物質が

検出されれば、実際の影響の有無にかかわらず、

地域のイメージや風評含め、大きな影響を受ける

のは地元の皆様です。そのような不安を地域住民

だけに負わせることがないよう、将来的な排水量

の見通しや環境保全の考え方について、科学的根

拠に基づいた丁寧な説明を継続していただきたい

というふうに思います。 

 県におかれましても、県民の不安や懸念にしっ

かりと寄り添いながら、情報公開と説明責任を果

たしていただくことを強く要望いたします。 

 次に、半導体関連企業集積における新たな産業

創出について質問をいたします。 

 ＪＡＳＭの進出を契機として、本県では、半導

体関連企業の集積が急速に進んでいます。 

 知事が掲げるサイエンスパーク構想の下、本県

は、半導体先進県としてさらなる発展を目指して

いますが、一方で、県内企業への波及効果という

観点からは、まだ十分とは言えないとの声もあり

ます。 

 私は、この大きなチャンスを熊本の持続的な成

長へつなげていくためには、半導体をつくる産業

の集積ではなくて、半導体を活用する産業を熊本

から生み出していくこと、これが重要であるとい

うふうに考えております。 

 その意味で、今回、国の採択を受け、本議会に

も関連予算が提案されている自動運転バスの実証
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事業は大変意義深い取組であると考えておりま

す。 

 県内の公共交通は、さきにも質問でも述べたよ

うに、深刻な運転士不足に直面しており、自動運

転技術は、交通サービスの維持や効率化に大きな

可能性を秘めています。 

 また、自動運転は、高性能半導体やＡＩ、セン

サー、通信技術など先端技術の結晶であり、その

社会実装が進むことは、半導体関連産業のさらな

る集積や新たなビジネス創出にもつながるものと

期待をされています。 

 さらに、世界に目を向ければ、自動運転だけで

はなく、ロボットやＡＩなど、半導体を基盤とす

る産業が急速に成長しており、今後の地域経済を

支える重要な分野となっています。 

 そこでお尋ねします。 

 １点目は、県は、半導体関連企業の集積を県内

経済の発展につなげるため、自動運転をはじめと

する半導体活用産業の創出を今後どのように後押

ししていくのか。 

 ２点目は、今回の自動運転バス実証事業におい

て、単なる実証実験に終わらせることなく、どの

ような将来像を描き、県内企業の参入や技術開

発、新たな産業創出につなげていこうとしている

のか。 

 ３点目は、自動運転をはじめ、ロボティクスや

ＡＩなど半導体を活用する新たな産業群を熊本の

次代を担う成長産業として育成していく考えがあ

るのか、以上３点について、一括して商工労働部

長にお尋ねします。 

  〔商工労働部長上田哲也君登壇〕 

○商工労働部長(上田哲也君) くまもとサイエン

スパークでは、半導体をつくる拠点であるだけで

はなく、世界中の頭脳が集まり、将来的には半導

体を活用して未来の産業を生み出す拠点へと発展

させることを目指しています。 

 そのためには、半導体をつくる産業のみなら

ず、ＡＩ、ロボット、遠隔医療など社会実装が期

待される分野における、半導体を使うユーザー企

業の誘致が必要です。その中でも特に、野心的な

スタートアップ企業の集積が有効であると考えて

います。 

 議員御質問の自動運転は、ＡＩ、通信、センサ

ーなどの先端技術の集合体と言えます。ＪＡＳＭ

第２工場では、３ナノ相当の先端半導体への生産

計画の変更に向けて国との協議が進められていま

す。このような中、先端半導体の活用が期待され

る自動運転を他地域に先んじて実装することは、

半導体ユーザー企業の集積を目指す上で熊本の大

いな優位性となるものです。この動きを、新産業

の創出に向けた研究開発、産学官連携、人材育成

の一層の推進につなげてまいります。 

 そのための第一歩として、まずは、国の補助も

得ながら、令和９年度中のレベル４実装を目指し

た自動運転バスの実証運行に取り組みたいと考え

ており、今定例会に関連予算を提案しているとこ

ろでございます。 

 この実証事業は、阿蘇くまもと空港を起点とし

て、東海大学阿蘇くまもと臨空キャンパス、テク

ノ・リサーチパークなどの拠点をつなぐルートを

想定しており、運行業務は九州産交バス株式会社

が担う予定です。 

 現在、路線バスにおいても、運転士不足が大き

な課題となっております。 

 今回の自動運転バスの実証運行は、この地域に

立地する企業や東海大学への通勤や通学、さらに

は来訪者へ新たな移動手段を提供することはもち

ろん、将来的には、自動運転技術を路線バスの運

転士不足という課題に対する一つの解決方法とす

ることにもつなげてまいりたいと考えています。 



 

令和８年６月定例会 熊本県議会会議録 第４号（６月12日） 

 

 

- 92 - 

 県としては、このような持続可能な公共交通の

実現も見据えながら、今回のレベル４での自動運

転を目指した実証運行が、半導体ユーザー企業の

誘致、集積に向けたリーディングケースとなるよ

う取組を進め、次代を担う成長産業を育成してま

いります。 

  〔南部隼平君登壇〕 

○南部隼平君 今の答弁を聞いて、県が、自動運

転を単なる交通施策としてではなくて半導体を活

用した新たな産業創出の取組として位置づけてい

ることには大変心強く感じました。全国各地でこ

のレベル４、いわゆる運転者がいなくても運行が

できる自動運転のことですけれども、実装に向け

た様々な実験が行われております。 

 しかし、採算性や運営体制の課題などから、事

業の継続が難しくなった事例も最近増えているよ

うです。だからこそ、今回の取組を一過性の実証

実験で終わらせるのではなくて、実装に向けて粘

り強く取り組んでいただきたいというふうに思い

ます。 

 熊本が、半導体をつくる県にとどまらず、活用

する県としても全国をリードできるよう、あらゆ

る可能性を模索しながら、ぜひ成功に導いていた

だくことを要望いたします。 

 それでは、最後の質問に入ります。 

 旧火の国ハイツの今後の利活用についてお尋ね

いたします。 

 私は、これまで、この議場で２度にわたり旧火

の国ハイツの利活用について質問をしてまいりま

した。 

 前回の令和６年６月定例会においては、県は、

旧火の国ハイツについて売却を基本方針として進

める考えを示されました。その後、境界確定や測

量などの作業が進められ、売却に向けた準備が着

実に進んでいるものと認識しています。 

 一方で、地域では、今後どのような形で活用さ

れていくのか、不安や関心の声が多く聞かれてお

ります。 

 昨年開催していただいた地元での住民説明会で

は、以前のような宿泊施設として活用できないの

か、地域住民も利用できる施設にならないのかと

いった意見が出されました。 

 また、先月、私自身が地域の皆様から御意見を

伺った際にも、図書館や文化ホールなど公共的な

施設として活用ができないのか、農業が盛んな地

域でもあることから道の駅のような施設はできな

いのかなど、様々な声をお聞きしました。 

 さらに、地元地域では、旧火の国ハイツの利活

用に関する要望書を県へ提出する準備も進められ

ていると伺っております。 

 私自身も、一昨年、施設内部を見させていただ

きました。建物には一部老朽化が見られ、設備面

も含め、直ちに再活用できる状況ではありませ

ん。 

 一方で、熊本インターチェンジや空港へのアク

セスに優れ、運動公園に隣接する立地は大変大き

な魅力を有しています。その活用次第では、地域

の発展にも大きく寄与する可能性を持つ場所であ

ると感じています。 

 また、この火の国ハイツは、県民総合運動公園

の玄関口とも言える場所であり、一度売却をされ

れば、その土地利用は長期にわたり地域に影響を

与えることになります。だからこそ、単に売却を

進めるだけではなくて、地域住民の思いや地域の

将来像も十分踏まえながら進めていくことが重要

であると考えます。 

 そこで、２点お尋ねします。 

 １点目は、旧火の国ハイツの売却に向けた現在

の進捗状況と今後のスケジュールはどのようにな

っているのか。 
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 ２点目は、地域から寄せられている様々な意

見、要望をどのように受け止められておられるの

か。また、県は、今後どのような形でそういった

意見を把握し、売却条件や事業者選定の過程に反

映していくのかについて、以上２点について、一

括して商工労働部長にお尋ねします。 

  〔商工労働部長上田哲也君登壇〕 

○商工労働部長(上田哲也君) 旧火の国ハイツの

利活用については、民間への売却を前提として、

宿泊施設や研修施設、運動施設などでの活用の可

能性を模索してまいりました。 

 現在、売却に向けて必要な登記手続が完了し、

今後、パークドーム南側に新設する1,000台規模

の駐車場整備のめどが立った時点で、都市公園区

域から除外する準備を進めております。 

 また、都市公園区域から除外したとしても、市

街化調整区域という制限は残った状態となること

から、売却先となる企業等の選択肢を広げるべ

く、様々な観点から現在検討を進めているところ

です。 

 令和７年４月に開催した住民説明会では、地域

住民の皆様から様々な御意見がありました。旧火

の国ハイツは、地域に親しまれた施設であるとと

もに、地域の持続的な発展のために大きな期待が

寄せられている場所であると受け止めています。 

 そのため、今後も複数回の住民説明会の開催を

予定しており、地域住民の皆様の御意見や御要望

をしっかり把握してまいりたいと考えておりま

す。 

 その上で、都市計画法を所管する土木部など庁

内関係部局や、地元熊本市と緊密に連携をし、周

辺地域のさらなる発展につながるよう、売却条件

や事業者選定方法を丁寧に検討してまいります。 

  〔南部隼平君登壇〕 

○南部隼平君 旧火の国ハイツについては、地域

にとって長年親しまれてきた施設であり、多くの

方がその行方を注視しております。 

 本日の答弁では、地域住民の意見をしっかり把

握し、周辺施設、地域の持続的な発展につながる

よう、売却条件や事業者選定方法を丁寧に検討し

ていく、こういったことを示していただきまし

た。この点については評価したいというふうに思

います。 

 一方で、閉館から、間もなく５年が経過しよう

としていますが、現時点では具体的な活用の姿が

まだ見えてこないことも事実です。しかし、私

は、これは、見方を変えれば、まだ可能性が残っ

ているということでもあると思っております。ま

た、この場所は、開業に当たり、地域の発展や住

民の憩いの場となることを願って土地を提供され

た、そういった方々の思いが込められた場所でも

あります。私も、実際にその関係者の方から当時

のお話を伺いました。 

 県としては、売却が完了すれば、一区切りとな

るかもしれません。しかし、地域の皆様は、これ

からもその場所とともに暮らし続けていくことに

なります。だからこそ、スピード感を持って進め

ながらも、地域住民の意見や地域の将来像を十分

踏まえ、本当に地域にとって望ましい利活用とな

るよう、最後まで丁寧な対応をお願いいたしま

す。 

 また、今回は質問の中に入れておりませんでし

たけれども、同時進行で進められている、答弁の

中にもありました運動公園の駐車場整備、これに

ついても、地権者の皆さんや地元の皆さん、そう

いった方の意見を丁寧に把握しながら、ぜひスピ

ード感を持って一刻も早い供用開始を、この場で

も要望させていただきたいというふうに思いま

す。 

 以上で私の準備した質問は全て終了をいたしま
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した。 

 今回は、珍しくスポーツに関する質問をいたし

ませんでした。現在進められているアリーナや野

球場の整備に関する動きについては、非常に県民

の関心も高い分野であります。次の質問でも取り

上げられるのではないかというふうに思います。 

 私ごとですけれども、本年２月に３番目の子供

が誕生いたしました。子供たちが希望を持ってこ

の熊本に住み続けられるよう、残りの任期も全力

で邁進していくことをお約束して、私の質問を終

わります。 

 御清聴ありがとうございました。(拍手) 

○議長(内野幸喜君) この際、５分間休憩いたし

ます。 

  午前10時59分休憩 

       ――――――○―――――― 

  午前11時10分開議 

○議長(内野幸喜君) 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 城戸淳君。 

  〔城戸淳君登壇〕(拍手) 

○城戸淳君 皆さん、こんにちは。自由民主党・

玉名市選出の城戸淳でございます。今回は８回目

の一般質問となりました。地元玉名を中心に多く

の方に傍聴に駆けつけていただいております。気

合を入れて質問したいと思います。 

 ところで、皆様、今日、６月12日は何の日か御

存じでしょうか。実は、６月12日は恋人の日であ

ります。ブラジル発祥の記念日で、大切な人と写

真を送り合い、絆を深める日とされております。

ぜひ皆さんも、パートナーに感謝の気持ちを伝え

てみてはいかがでしょうか。中村先生もどうでし

ょうか。 

 また、６月12日は、元メジャーリーガー、松井

秀喜さんの誕生日でもあります。松井さんは、自

身の原点として、甲子園やプロ野球はずっと憧れ

の聖地だったと語り、今も子供たちのために野球

場での野球教室を大切にされています。そして、

その松井さんが持つシーズン50本塁打という日本

選手記録を22歳の若さで塗り替え、令和の三冠王

に輝いたのが、我が熊本が誇る村上宗隆選手であ

ります。村上選手も、幼少時、地元の野球場で白

球を追いかけ、プロへの夢を膨らませたと聞いて

おります。 

 松井さんや村上選手のような世界を舞台に活躍

する偉大なバッターも、全ては地域の小さな野球

場、グラウンドからその一歩を踏み出しているの

です。松井選手や村上選手が私たちを魅せてくれ

た、夢を育み、世界へ挑む憧れの聖地、これこそ

が、今まさに熊本が整備しようとしているくまも

と新時代の野球場のあるべき姿ではないでしょう

か。 

 そこで、今回、この県営野球場に関する質問も

含めて、６つ質問を準備いたしました。 

 木村知事、執行部の皆様におかれましては、前

向きな答弁をどうぞよろしくお願いをいたしま

す。 

 それではまず、人口減少時代における中山間地

域の農業政策と地域維持について質問をいたしま

す。 

 熊本県においても、人口減少と高齢化が急速に

進行しております。特に、中山間地域や農村部で

は担い手不足や高齢化が深刻化しており、農業従

事者の減少は、地域コミュニティーの維持そのも

のに大きな影響を及ぼしております。 

 私は、農業は、単なる産業ではなく、地域経

済、地域コミュニティー、景観、防災、国土保全

など、多面的な役割を担っていると考えておりま

す。 

 熊本県は全国有数の農業県でありますが、一方
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で、農業従事者の高齢化、後継者不足、耕作放棄

地の増加など、課題も深刻化しております。 

 特に中山間地域では、生産条件の不利性、作業

負担、鳥獣被害など多くの問題が複合化してお

り、稼げる農業だけでは支え切れない地域も存在

しております。 

 私は、中山間地域で農業を頑張っている若手農

業者の方々から、基盤整備に取り組みたいという

相談を受けたこともあります。しかし、実際に

は、地権者調査、受益者負担、事業採択要件、合

意形成など幾つものハードルがあり、思いがあっ

てもなかなか前に進まないという現実がありま

す。 

 人口減少が進む中においても、こうした地域こ

そ、農業を維持する自体が地域維持につながって

いくのではないでしょうか。実際、国内で農業を

地域維持政策として位置づける考え方が少しずつ

広がっていると感じております。 

 例えば、長野県や島根県などでは、集落営農や

地域ぐるみの農業維持活動を支援し、地域を守る

農業という視点で政策を進めております。 

 熊本県では、ＴＳＭＣ進出を契機とした半導体

関連産業の集積が進み、県経済に大きな活力をも

たらしております。その一方、農地転用、人材不

足、地価上昇、水資源への不安など、農業との共

存というまた新たな課題も生じております。 

 私は、今後、農業政策を単なる産業政策として

だけではなく、地域維持政策として位置づけてい

く視点がますます重要になると考えております。 

 もちろん、大規模化やスマート農業、輸出拡大

など、攻めの農業は大変重要であります。しか

し、一方で、地域に人が住み続けられるか、地域

の共同活動が維持できるかという視点も、これか

らの農政には必要ではないでしょうか。つまり、

大規模農家だけではなく、小規模農家、兼業農

家、集落営農など、多様な担い手が地域を支えて

いるという視点があります。 

 また、農地維持そのものが、水管理や防災、景

観維持にもつながっております。人口減少が進む

中、今後さらに、こうした視点の重要性は高まっ

てまいるのではないかと考えております。 

 そこで、木村知事にお尋ねします。 

 人口減少時代における熊本県の中山間地域の農

業の課題をどのように認識しておられるのか、ま

た、中山間地域の農業政策で地域維持をどのよう

に進めるのか、知事にお尋ねをいたします。 

  〔知事木村敬君登壇〕 

○知事(木村敬君) 城戸議員から、人口減少時代

における中山間地域の農業政策と地域維持につい

て御質問いただきましたので、お答え申し上げま

す。 

 私は、一昨年の知事就任以来、現場主義を掲

げ、お出かけ知事室などを通じ、現場の声に直接

耳を傾けてまいりました。その中で、中山間地域

においては、担い手の減少、高齢化は加速度的に

進行しており、平たん地に比べて地形条件などが

厳しく、さらには鳥獣被害の増加などの声も聞か

れ、中山間地ならではの対策を講じることが必要

不可欠であると認識しております。 

 また、中山間地域は、県全体の農家の戸数、耕

地面積、農業産出額、それぞれにおいて約４割を

占めており、本県農業を支えるとともに、水源涵

養、防災、国土保全、景観形成など、議員御指摘

のとおり、多面的な機能発揮においても大変重要

な役割を担っております。 

 そのため、国においても、中山間地域における

営農や共同活動を将来にわたって継続できるよ

う、中山間地域等直接支払や多面的機能支払を日

本型直接支払制度として法制化するなど、取組を

強化してまいりました。 
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 県においても、中山間地域の農村活性化を最重

要課題の一つと位置づけ、元気で豊かな農村の実

現や農業農村の多面的機能の維持、発揮に向けた

取組を強力に推進してまいりました。 

 例えば、中山間地域における課題から国や県の

支援策を調べることができる県独自の資料集を作

成して、地域の農業者の皆様方の身近な課題解決

に活用していただきました。 

 また、本県の中山間地域等直接支払の取組面積

は約３万1,000ヘクタールで、全国２位、そして

多面的機能支払の取組面積は約６万9,000ヘクタ

ールで、これは全国７位となっておりまして、農

地や水路などの維持保全に関わる共同活動に大い

に活用しています。こうした地域ぐるみの活動

は、先生御指摘のとおり、農業生産の維持継続は

もとより、地域コミュニティーの活性化や地域資

源の価値向上にもつながっていると思っておりま

す。 

 また、さらに、中山間地域での基盤整備におい

ては、地元負担の軽減に向けた県独自の上乗せ補

助制度を創設するなど、地域のニーズに応じた取

組を後押ししております。 

 さらに、中山間地域における県独自の取組とし

て、県内35地区で中山間地域モデル事業やスーパ

ー中山間事業を実施して、農業を核とした地域の

目指す将来像の実現に向けて総合的に支援をこれ

まで取り組んでまいりました。例えば、御当地、

玉名市の石橋地区では、これらの取組により後継

者が確保され、ミカン産地が維持されていると伺

っております。 

 加えて、最近の動きとして、複数の集落の機能

を補完し、農業だけでなく生活支援にも取り組む

組織、いわゆる農村ＲＭＯが設立されるなど、地

域コミュニティーの維持に向けて持続的に取り組

んでおられる地区も現れております。 

 ただ、しかしながら、それでもまだやはり中山

間地域に対する対策が十分ではないというお声が

あるのはもう現状だと私も認識しております。そ

こで、本県では、現在、農業を支えるための施策

や農業に関わる人を増やすための施策、そして農

業で稼ぐための施策を強化するという観点から、

これまでの中山間地域施策の効果検証を進めてい

るところでございます。今後、県では、この検証

結果を踏まえ、市町村や地域の方々も巻き込みな

がら、これまでの取組をより深化、深めていくた

めの施策を検討、推進してまいりたいと考えてお

ります。 

 中山間地域を取り巻く情勢は厳しさを増してお

りますが、このような中にあっても、地域の皆さ

んが将来にわたって安心して住み続けていくこ

と、すなわち議員御指摘の地域維持、これができ

るように、私も皆様と一緒になって、活力ある中

山間地域づくりにしっかり取り組んでまいりたい

と思います。 

  〔城戸淳君登壇〕 

○城戸淳君 知事より答弁をいただきました。 

 中山間地域が本県農業を支える重要な地域であ

り、水源涵養や防災、景観形成など多面的な機能

を担っていること、また、県において様々な支援

を講じていただいていることを改めて理解をいた

しました。 

 一方で、人口減少が進む中、今後は効率性だけ

では支え切れない地域も増えていくものと考えて

おります。特に中山間地域では、農地や水路を守

り、集落を維持すること自体が地域維持につなが

っております。 

 私は、どれだけの生産量を伸ばすかだけではな

く、どういう地域の農業を残していくかという視

点が、今後ますます重要になってくると考えてお

ります。 
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 知事からも、先ほど地域維持という言葉があり

ました。私もこの視点を大切にした農業政策の推

進をお願いし、この質問を終わります。 

 それでは次に、介護福祉分野における外国人育

成について質問をいたします。 

 我が国では、少子高齢化が急速に進む中、介護

人材不足が全国的な課題となっております。 

 熊本県においても、高齢化の進展に伴い、今後

さらに介護需要の増加が見込まれておりますが、

一方で、生産年齢人口は減少しており、介護現場

では慢性的な人材不足が続いております。 

 このため、県内でも、介護施設等の運営維持や

地域包括ケア体制そのものにも影響が出始めてお

ります。介護人材確保は、単なる福祉政策ではな

く、地域維持政策と言えるのではないでしょう

か。 

 そのような中、先般、インドネシアを視察する

機会がありました。同行した自民党の県議の先生

や県の職員の方も感じたと思いますが、現地で

は、日本で働くことを希望する若者も多く、日本

語教育や海外分野への関心の高さを実感いたしま

した。 

 また、インドネシアは、家族や年長者を大切に

する文化が根づいており、相手を敬い、支えると

いう価値観は、介護という仕事にも非常に親和性

が高いのではないでしょうか。 

 現在、日本では、技能実習制度、特定技能制度

などを通じ、外国人介護人材の受入れが進められ

ております。また、熊本県内においても、九州中

央リハビリテーション学院では、外国人留学生が

介護福祉士の国家試験を目指し、卒業後に県の介

護施設等へ就職していく取組が進められておりま

す。 

 私は、このような教育から資格取得、就職、地

域定着へつなげる流れは、今後の介護人材育成に

おいて非常に重要な視点であると考えます。 

 一方で、玉名市の九州看護福祉大学では、地元

自治体の強力な後押しによって開学し、保健、医

療、福祉分野における人材育成に取り組まれてこ

られましたが、近年、少子化の影響もあり、現

在、玉名市による公立化への検討が進められてお

ります。今年の入学者数は全体として増えました

が、介護に関する学科への入学希望者は減少して

いるという課題も伺っております。 

 私は、今後、外国人材を単なる労働力不足の補

完としてではなく、地域を支える人材として育成

していく視点が重要ではないかと考えておりま

す。そのためには、日本語教育、資格取得支援、

生活支援、地域定着支援などを一体的に進めてい

く必要があります。 

 そこでお尋ねします。 

 まず、熊本県として今後の介護人材不足にどの

ように対応していかれるのか、また、外国人介護

人材についてどのように育成、定着支援を進めて

いかれるのか、健康福祉部長にお尋ねをいたしま

す。 

  〔健康福祉部長久原美樹子さん登壇〕 

○健康福祉部長(久原美樹子さん) まず、介護人

材不足への対応についてお答えします。 

 現行の熊本県高齢者福祉計画・介護保険事業支

援計画においては、令和８年度に必要とされる介

護職員数を約３万7,000人と推計していますが、

令和６年度時点の介護職員数は約３万1,000人と

なっており、県としても介護人材の確保は喫緊の

課題と認識しています。 

  議員御指摘のとおり、介護人材の確保について

は、参入、育成から定着までの一体的な支援が重

要です。 

 県では、福祉人材・研修センターとの連携によ

る無料職業紹介、就職フェアの開催や資格取得支
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援、介護テクノロジーの導入支援を通じた勤務環

境改善、介護報酬に係る処遇改善加算の取得支援

など、多様な人材の参入促進、定着促進、処遇改

善の３つを柱に取り組んでいます。 

 さらに、今年度から、資格が必要な業務とそれ

以外の業務を切り分け、学生や元気な高齢者の方

々など多様な人材の参入を促すダイバーシティー

マネジメントの取組や、離職されている有資格者

の方々に対する情報発信を通じた復職支援なども

強化することとしています。 

 あわせて、介護職員の資格、経験能力を反映し

た適切な給与水準の確保に向けて、さらなる介護

報酬の見直しなどを引き続き国に要望してまいり

ます。 

 次に、外国人介護人材の育成、定着支援につい

てお答えします。 

 本県では、令和７年12月時点で2,012人の外国

人介護人材を受け入れており、介護現場の重要な

担い手となっています。 

 県では、介護福祉士を養成する専門学校が留学

生に対して日本語学習を行う際の経費を助成する

ほか、介護施設等を運営する法人が、留学生に奨

学金を給付する際の費用、加えて、外国人介護人

材を雇用する際に借り上げる住居家賃等の一部を

助成しています。 

 また、介護現場での円滑な就労に向け、技能実

習生や特定技能外国人を対象とした日本語や介護

技術を学ぶ研修会も開催しています。 

 今後は、これらの支援に加え、県内の外国人介

護人材の活躍をＰＲする動画などを活用し、国内

外に本県や介護の魅力を広く発信してまいりま

す。 

 引き続き、現場の声を丁寧に伺い、国や市町

村、関係団体とも緊密に連携しながら、介護人材

の確保に向けて総合的に取り組んでまいります。 

  〔城戸淳君登壇〕 

○城戸淳君 健康福祉部長に答弁をいただきまし

た。 

 介護人材不足が今後さらに深刻化する中、外国

人介護人材の育成と定着支援はますます重要にな

ると思います。 

 現在、九州中央リハビリテーション学院では、

外国人留学生が介護福祉士の国家資格を取得し、

県内施設へ就職する流れが生まれております。私

は、これは重要な先行事例だと考えております。 

 一方で、専門学校が資格取得や現場人材の育成

に強みを持つのに対し、大学には、日本語教育や

地域連携、多文化共生など、より幅広い人材育成

を担う可能性があると考えます。 

 例えば、インドネシアから留学生を受け入れ、

九州看護福祉大で日本語や介護福祉を学び、県内

の医療機関や介護施設で実習、就職につなげてい

く、さらに地域で生活しながら定着していただ

く、そのような仕組みができれば、単なる人材不

足対策ではなく、地域を支える人材育成にもつな

がります。 

 玉名市の悠紀会病院では、既にインドネシア人

の受入れ実績があり、地域には一定のノウハウも

蓄積されております。また、玉名地域は、農業や

建設、観光など様々な分野で外国人を受け入れて

きた実績もあります。 

 大学、医療機関、介護施設、自治体、そして県

が連携し、教育から就職、地域定着までを支える

仕組みを構築できれば、全国に発信できる熊本モ

デルになる可能性があります。人口減少を見据

え、こうした取組への積極的な支援を要望いたし

まして、次の質問に移りたいと思います。 

 次に、郵便局を活用したマイナンバーカードの

更新手続について質問をさせていただきます。 

 私はこれまで、一般質問において、マイナンバ
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ーカードの取得率向上や利便性向上について取り

上げてまいりました。行政デジタル化の進む中、

マイナンバーカードは今後の行政サービスの基盤

となる重要なインフラであると考えます。 

 現在、マイナンバーカードの普及は全国的に進

み、本県においても多くの県民がカードを保有す

る時代となっております。一方で、マイナンバー

カードには有効期限があり、今後、更新時期を迎

える県民が急増すると見込まれております。特

に、電子証明書の更新は５年ごととなっており、

今後、全国的に更新手続が集中することによる窓

口混雑や自治体職員の事務負担増加も懸念をされ

ております。 

 また、高齢者や中山間地域の住民の皆様から

は、市役所まで行くのが大変、平日時にも行きづ

らい、更新方法が分かりにくいといった声も聞か

れます。せっかくカードを取得しても更新手続が

負担となり、利用離れにつながってしまっては、

本来目指すべきデジタル行政の推進にも影響しか

ねません。 

 国は、人口減少や高齢化が進む中、郵便局を地

域の公共的サービス拠点として活用する方向性を

示しています。特にマイナンバーカードについて

は、取得促進の段階から更新や継続利用を支える

段階へ移行しつつあります。県内には多くの郵便

局が存在しており、高齢者にとって最も身近な公

共的サービス窓口の施設の一つでもあります。 

 熊本県として、市町村や郵便局との連携を後押

しし、県民が身近な場所で更新手続を行える環境

づくりを進めるべきではないでしょうか。 

 玉名市においては、４月から実施されているた

まなプレミアム付商品券事業においても、郵便局

は、紙商品券の購入窓口となっており、デジタル

商品券へのチャージ対応など、地域住民を支える

重要な役割を担っております。特に高齢者にとっ

ては、郵便局は日常的に利用する最も身近な公共

的サービスの拠点の一つと言えます。 

 私は、このような郵便局ネットワークを、今後

のマイナンバーカード更新手続に積極的に活用し

ていくことが、人口減少・高齢化時代における行

政サービス維持の観点からも重要ではないかと考

えております。実際に、マイナンバーカードの更

新などの行政事務が郵便局でできたら利用したい

という声は少なくありません。 

 そこで質問いたします。 

 現在、熊本県内における郵便局を活用したマイ

ナンバーカードの関連手続の状況はどのようにな

っているのか、また、今後、更新需要の増加を見

据え、県として市町村や日本郵便とどのように連

携し、県民の利便性向上につなげていかれるの

か、総務部長にお尋ねをいたします。 

  〔総務部長下山薫さん登壇〕 

○総務部長(下山薫さん) マイナンバーカード

は、住民の利便性向上や業務効率化などを目的に

平成28年から交付が開始され、５月末時点で約

144万人の県民が保有しており、保有率は全国平

均を上回る84.1％に達しています。 

 カードの普及に伴って、スマートフォンやパソ

コン上で申請できる行政手続のほか、利活用の機

会も拡大しており、今や行政のＤＸ化を進める上

でも欠かせない基盤となっています。 

 県としても、県民の暮らしが一層便利で豊かに

なるよう、さらなる普及や利活用を進めるため、

カード本体や電子証明書の更新手続の円滑化を図

ることが重要であると考えます。 

 議員御指摘のとおり、電子証明書については、

５年ごとの更新が必要であり、来年度には、県内

でも約58万件の更新が見込まれ、窓口の混雑や職

員の負担の増加が懸念されています。 

 このような中、各市町村においては、既に臨時
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窓口の設置や土日、夜間の開庁などに取り組まれ

ていますが、更新事務のピークを控え、窓口体制

の強化等をさらに検討する必要があります。 

 郵便局への事務委託については、いわゆる郵便

局事務取扱法により、住民票交付などの事務に加

え、マイナンバーカード関連事務についても、令

和３年度から順次郵便局で取り扱うことができる

ようになりました。 

 市町村が、県内に広く拠点を持つ郵便局に委託

することは、更新手続の円滑化という観点から有

効な対応策の一つであると考えられますが、現状

では、電子証明書の発行等を委託しているのは熊

本市の２つの郵便局のみとなっています。先行す

るこの２例は、ともに大規模で来客の多い郵便局

の事例となります。 

 そのほか、市町村の本庁舎等から距離のある郵

便局でもニーズがあると考えられますが、スペー

スや人員体制が厳しいといった郵便局側の事情や

市町村との本人確認のやり取りが必要で、必ずし

も負担軽減につながらないなどの市町村側の事情

も課題となっています。 

 住民ニーズや地域の個別事情を踏まえ、事務委

託の要否を最終的に判断するのは各市町村です

が、現状では、郵便局との具体的な協議を行って

いない市町村もあることから、総務省の働きかけ

もあり、協議を進めるための取組を始めていま

す。 

 具体的には、先月、総務省との共催で、６つの

市町及び日本郵便が会する説明会を開催し、意見

交換会を実施しました。今後、参加市町と地元郵

便局との間で具体的な意見交換が行われ、さらな

る協議が進むものと期待しています。 

 また、他市町村に対しても同様に依頼を行い、

地元郵便局との積極的な意見交換の実施を促して

まいります。 

 県としては、更新事務のピークを見据え、国庫

補助を有効に活用した先進事例の紹介や早期対応

の促進など必要な支援を行うことで、マイナンバ

ー関連事務の円滑化、効率化を実現し、住民サー

ビスの維持、向上につなげてまいります。 

  〔城戸淳君登壇〕 

○城戸淳君 総務部長より答弁いただきました。 

 マイナンバーカードの保有率が84％に達し、今

後は、取得促進段階から更新や継続利用を支える

段階へ移行していくという認識を共有したところ

でございます。 

 また、県において６市町との意見交換や、郵便

局との連携に向けた取組が進められていることも

強く感じたところです。 

 人口減少や高齢化が進む中にあって、住民に最

も身近な公共的サービス拠点である郵便局の役割

は、今後ますます重要になっていくものと考えて

おります。 

 玉名市におきましても、プレミアム付商品券事

業などを通じて、郵便局が地域住民を支える重要

な役割を果たしております。 

 ぜひ県におかれては、市町村と日本郵便との連

携を引き続き後押ししていただき、県民が身近な

場所で安心して更新手続を行える環境づくりを進

めていただくことを強く要望いたしまして、この

質問を終わりたいと思います。 

 それでは、次の質問に入る前に、ギアをさらに

上げたいと思います。 

 次に、県営野球場の公募過程について質問をい

たします。 

 熊本県では、老朽化が進む藤崎台県営球場につ

いて、移転、建て替えの方向性が示されました。 

 県民に親しまれてきた歴史ある球場であります

が、今後の安全性、防災機能、施設機能更新など

を考えた際、新たな県営野球場整備は、熊本県全
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体に関わる大きなプロジェクトであると考えま

す。 

 また、この事業は、単なるスポーツ施設整備で

はなく、スポーツ振興や地域振興、交流人口拡

大、防災拠点機能など、様々な可能性を持つ重要

なプロジェクトであります。そのような中、県に

おいて候補地公募が行われ、４月10日に開催され

た説明会では、複数の自治体が参加をされまし

た。 

 まず、公募という形で透明性を持って検討が進

められていることについては評価をしたいと思い

ます。一方で、県民の関心は非常に高く、どの程

度の応募があるのか、今後どのようなスケジュー

ルで進められるのか、誰が、どのような基準で選

定するかといった公募過程について、県民に対す

る丁寧な説明も重要ではないかと考えておりま

す。 

 特に候補地選定においては、交通アクセス、広

域性、防災機能、周辺住宅対策、将来拡張性、地

域振興効果など、多角的な視点が必要になると考

えております。 

 現在、熊本都市圏では慢性的な交通渋滞が大き

な課題となっております。特に、ＴＳＭＣ進出に

伴う交通需要増加などもあり、今後、大規模集客

施設整備においては、渋滞対策や広域分散の視点

も重要になるのではないかと考えています。ま

た、一部地域では、代替農地確保などの課題も指

摘されております。 

 そこで質問をいたします。 

 新しい県営野球場の整備について、自治体から

の公募を受け付けている真っ最中とは思います

が、審査をするのはどのような方々で何人ぐらい

の構成で行われるのか、今後どのようなスケジュ

ールで候補地を選定し、どのような観点を重視し

て候補地選定を行っていかれるのか、観光文化部

長にお尋ねをいたします。 

  〔観光文化部長梅川日出樹君登壇〕 

○観光文化部長(梅川日出樹君) まず、候補地の

選定に係る審査体制とスケジュールについてお答

えします。 

 新野球場整備移転候補地の提案募集について

は、本年３月26日から７月24日までの期間に実施

しています。４月10日に開催した市町村を対象と

する説明会には、11市町村が参加され、関心の高

さを感じたところです。 

 候補地の選定に当たっては、学識経験者で構成

する審査会において、市町村からの提案書やプレ

ゼンテーション、現地調査などを踏まえ、内容を

審査し、候補地案を選定していただくこととして

います。 

 その審査会では、まちづくりや都市計画、ＰＦ

Ｉなどの官民連携手法、近年のアリーナ、スタジ

アム改革、コンサートなど、エンターテインメン

トの需要動向などの観点から御意見を伺うことと

しており、５名程度で構成することを考えていま

す。 

 そして、審査会の選定案を踏まえ、知事が本年

２月定例会で答弁したとおり、秋頃までに県とし

て候補地を決定する予定です。 

 次に、候補地選定に当たって重視する観点につ

いてお答えします。 

 新野球場は、くまもと新時代を創造する基盤と

なり、県民に夢や感動を与え、地域に活力をもた

らすまちづくりの拠点として整備を進めたいと考

えています。 

 こうしたビジョンを実現するコンセプトとし

て、スポーツを「する」環境とプロスポーツなど

を「みる」環境の充実、日頃からにぎわいが創出

される施設を楽しむ機能や地域活性化につながる

まちづくりの拠点としての機能を充実させたいと
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考えています。 

 また、提案に当たっての条件として、公民連携

によるスポーツ施設整備に関する検討会議からの

御意見を踏まえ、駅からの近さや商業施設の集積

の程度など、いわゆる「駅近・街中」等の候補地

の条件、受益の程度に応じた用地購入経費の負担

や整備費の一部負担など、市町村負担等の条件を

示しています。 

 市町村からは、こうした県が示したビジョンや

コンセプト、条件等を踏まえ、候補地に関する基

本情報のほか、新野球場を核としたまちづくりの

考え方や県が示した条件への対応策等も含めた意

欲的な提案をいただきたいと考えております。 

 市町村からの提案内容については、市町村の費

用負担をはじめ「駅近・街中」の程度や土地の安

全性、社会インフラなどの移転候補地の条件、用

地確保の実現性など用地確保の見込み、新野球場

の魅力向上につながる市町村独自の取組等の観点

を重視した審査基準に基づき、審査会で審査いた

だくこととしています。 

 その上で、県において、審査会での審査結果を

踏まえ、県が示したビジョンや条件との整合性、

市町村の意欲等を総合的に評価し、候補地の決定

を行います。 

 県としては、県全体にとって最適な候補地を決

定できるよう検討を進めるとともに、新野球場の

整備に向けて、引き続きスピード感を持ってしっ

かりと取り組んでまいります。 

  〔城戸淳君登壇〕 

○城戸淳君 観光文化部長より御答弁をいただき

ました。 

 新野球場は、単なるスポーツ施設ではなく、地

域活性化やまちづくりの拠点として整備されると

いう県の考え方を改めて理解しました。また、審

査に当たっては「駅近・街中」にあることや、ま

ちづくりとの連携、市町村独自の取組など重視さ

れるとのことでありました。 

 私は、今回、県が示されたコンセプトや審査基

準を拝見する中で、県北地域、とりわけ玉名地域

には大きな可能性があると感じております。玉名

地域には九州新幹線の新玉名駅があり、熊本方面

だけではなく、福岡都市圏や関西方面との広域ア

クセスにも優れております。また、新玉名駅周辺

には十分な用地確保の可能性もあり、将来的な機

能拡張や周辺開発と一体となったまちづくりが期

待できる地域でもあります。 

 皆さん、広島のマツダスタジアムを思い浮かべ

てください。新幹線の駅から歩いてアクセスでき

る球場は、多くの人々を引きつけ、地域に大きな

にぎわいを生み出しています。 

 もし新玉名駅周辺に新野球場が整備されれば、

熊本県はもちろん、福岡都市圏や関西方面から多

くの野球ファンが訪れ、試合観戦だけではなく、

食事や温泉など地域の魅力を楽しみながら、熊本

を満喫していただけるものと思います。 

 さらに、屋内練習場やランニングコースなどを

併設することによって、プロ野球の公式戦だけで

なく、オフシーズンのキャンプや合宿、各種スポ

ーツイベントなど、年間を通じた活用も期待でき

ます。 

 また、新しい野球場は、スポーツだけではな

く、コンサートやイベントなどにも活用できる可

能性を持っています。そのためにも重要なのが官

民連携であります。 

 地元玉名では、野球関係者のみならず、商工関

係者も誘致に向けた署名活動を行うなど、機運醸

成に取り組んでいると伺っております。また、藏

原市長からは、近隣自治体とも協力的な関係が築

かれていると聞いており、新野球場を核とした県

北地域全体の活性化にもつながる可能性を感じて
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おります。 

 さらに、新幹線駅に近いという強みを生かせ

ば、福岡県筑後市にある福岡ソフトバンクホーク

スのファーム施設との広域連携も期待できるので

はないでしょうか。スポーツを通じた交流人口の

拡大や広域連携といった観点からも、玉名地域に

は大きな可能性があると考えております。 

 実際、新しい野球場は２万人以上を収容できる

規模とされており、将来的に３万人の規模への拡

張性、屋内練習場の整備、さらに1,000台以上の

駐車場の確保まで考えると、そのような条件を満

たす候補地は決して多くないと思います。 

 幸い、玉名市には、これまで地権者の意向調査

も行われ、文化財調査も完了をしているエリアが

あります。新玉名駅周辺は、実現可能性という点

で大きな優位性を持っていると考えております。 

  私自身、７年前から新玉名駅周辺開発の必要性

を訴え続けてまいりました。そして、議会におい

ても県営野球場誘致について提案をしてまいりま

した。 

 今回の新野球場構想は、九州新幹線開業以来の

課題であった新玉名駅周辺開発を大きく前進させ

る可能性を持つものであり、県北地域の将来にと

っても大きな意義を持つプロジェクトであると考

えております。 

 もちろん、最も重要なことは、熊本県全体にと

って最適な候補地を選定することであります。 

 今後の検討に当たっては、整備費や事業の仕様

だけではなく、広域アクセス、将来拡張性、渋滞

対策、県北地域振興、さらには熊本県が進める関

西戦略との整合性なども十分考慮しながら、県民

に夢と感動を与えるくまもと新時代の野球場とな

る検討を進めていただくことを要望し、次の質問

に移ります。 

 次に、ＡＩを活用した道路パトロールの現状と

今後の取組について質問をします。 

道路は、人流、物流を担う最も身近な重要な社

会資本であり、私たちの生活になくてはならない

大切なものです。道路をはじめ、様々な社会資本

は適切に維持管理されて初めて本来の機能を発揮

するものであります。これらの施設の劣化、老朽

化の進行や施設を管理する担い手の不足が将来的

に想定されることから、効率的、効果的な施設の

維持管理は喫緊の課題となっております。 

 県では、管理する約3,500キロメートルの国道

及び県道において、日頃から道路の点検やパトロ

ールを行うとともに、県民の皆様から道路の異状

を通報いただく道路緊急ダイヤル、シャープ9910

の活用により、損傷箇所の発見、修繕に努められ

ておりますが、路面損傷に起因する事故が依然と

して一定数発生しているのが実情です。こうした

状況を踏まえると、従来のパトロールの手法に加

え、監視技術の高度化が必要ではないかと考えま

す。 

 スクリーンを御覧ください。(資料を示す) 

 そのような中、昨年２月に地元紙の新聞記事で

紹介され、同年３月の県議会答弁でも言及されて

いるとおり、熊本県では、道路パトロールにＡＩ

を活用した路面点検システム導入をしたと聞いて

おります。 

 そこでお尋ねします。 

 ＡＩを活用したパトロールを開始したことによ

り、効果、現時点での課題、今後の取組につい

て、土木部長にお伺いします。 

  〔土木部長奥山和弘君登壇〕 

○土木部長(奥山和弘君) ＡＩを活用した道路パ

トロールの現状と今後の取組についてお答えいた

します。 

 道路は、県民の生活や経済活動に欠かすことの

できない社会基盤であり、円滑な道路交通を確保
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する上で、良好な路面状態を維持することが重要

です。 

 そこで、県では、路面の定期的な調査や日常的

な道路パトロールを行い、損傷が確認された舗装

などの修繕や改良を行っています。 

 しかし、道路パトロールについては、車上から

の目視による確認作業であるため、例えば、雨天

時には路面の反射により小規模な舗装の損傷など

を発見しづらいという課題がございます。 

 このため、路面状態の正確な把握と業務の効率

化を目的に、令和６年７月から、パトロール車に

車載カメラを搭載し、ＡＩを活用した路面点検シ

ステムの運用を開始しています。 

 このシステムの導入により、雨天時などにおい

ても、路面の損傷やその範囲の検知が可能とな

り、損傷箇所の迅速な修繕につながるなどの効果

が現れています。 

 しかしながら、路面上の小石や樹木の影などを

路面の損傷として認識するケースもあり、現在、

企業や大学、自治体等と連携し、画像解析技術の

向上に取り組んでいます。 

 引き続き、ＡＩを活用した監視技術の高度化を

図り、将来的には、損傷箇所の検知にとどまら

ず、路面の劣化を予測し、早期に対策を講じる予

防保全型の維持管理に向け取り組んでまいりま

す。 

  〔城戸淳君登壇〕 

○城戸淳君 土木部長より御答弁をいただきまし

た。 

 ＡＩを活用した路面点検システムにより、損傷

箇所の早期発見や補修の優先順位づけが可能とな

り、道路管理の高度化と効率化が進んでいること

を理解いたしました。 

 人口減少や職員不足が進む中、ＡＩの活用は、

県民の安全、安心を守ることとともに、持続可能

なインフラ管理を実現する有効な取組であると感

じております。特に、今後目指される予防保全型

の維持管理は、事故防止や維持管理コストの縮減

にもつながると期待をしております。 

 今後も、企業や大学との連携を進めながら、監

視技術の高度化とさらなる活用を図られることを

期待して、次の質問に入りたいと思います。 

 次に、有明海沿岸道路の整備について質問をい

たします。 

 私は、冒頭、人口減少における中山間地域の農

業政策と地域維持について質問をいたしました。

地域維持をしていくために、農業を守り、次世代

につなげていくことが重要です。そのため、生産

基盤だけではなく、物流や人の流れを支える交通

インフラの整備も重要になってきます。 

 玉名平野は、トマトやミニトマト、イチゴ、ミ

カン、ナスなど、全国に誇る農産物の一大産地で

す。しかしながら、農業者の皆様から、資材価格

の高騰や担い手不足に加え、輸送コストの増加に

ついても多くの声を伺っております。農業所得の

向上を図るためにも、生産性の向上のみならず、

物流の効率化や販路拡大も重要です。 

 そのような中、国により整備を進められている

有明海沿岸道路は、県北地域と福岡都市圏を結ぶ

重要な高規格道路であり、農産物輸送の効率化や

交流人口の拡大、企業立地の促進など、地域経済

全体への波及効果が期待をされております。ま

た、近年頻発する豪雨災害時には、緊急輸送道路

や代替ルートとしての役割も期待をされておりま

す。防災・減災の観点からも極めて重要な道路と

言えます。 

 令和５年12月、長洲―玉名間の計画段階評価に

着手をされ、令和７年３月には第２回計画段階評

価が実施されました。今後、３回目の計画段階評

価の中で、ルート案が絞られてくると思います



 

令和８年６月定例会 熊本県議会会議録 第４号（６月12日） 

 

 

- 105 - 

が、地元の期待も高まってきております。 

 このような状況を踏まえ、私は、今年４月、地

元玉名市の同志議員とともに上京し、県選出の国

会議員に対する要望活動を行ってまいりました。

 その際、長洲―玉名間の計画段階評価の早期完

了と事業化、さらには両端からの着工についても

要望を行ってまいりました。 

 有明海沿岸道路は、県北地域の農業振興と地域

活性化を支える重要な基盤となっていくと考えま

す。 

 そこで質問いたします。 

 有明海沿岸道路の整備が沿線地域の農業振興や

地域活性化にどのような効果をもたらすと考えて

おられるのか、また、有明海沿岸道路の熊本側の

進捗状況と県としてどのように取り組んでいくの

か、土木部長にお尋ねをいたします。 

  〔土木部長奥山和弘君登壇〕 

○土木部長(奥山和弘君) まず、有明海沿岸道路

が沿線地域にもたらす効果についてお答えいたし

ます。 

 有明海沿岸道路は、九州縦貫自動車道などの高

規格道路と広域的な道路ネットワークを形成する

ことで、荒尾・玉名地域の産業や観光などを支え

るとともに、災害時における多重性の確保など、

防災・減災の観点からも大変重要な道路です。 

 これらの機能が発揮されることで、物流の効率

化や人流の円滑化が図られ、トマトやイチゴなど

に代表される玉名地域の農産物輸送のコスト低減

に加え、世界文化遺産の万田坑や玉名温泉などの

優れた観光資源を生かした交流人口の増加などの

効果が期待されます。 

 また、三池港インターチェンジ連絡路と接続す

る荒尾競馬場跡地では、道の駅ウエルネスあらお

や保健、福祉、子育て支援施設……。 

○議長(内野幸喜君) 残り時間が少なくなりまし

たので、答弁を簡潔に願います。 

○土木部長(奥山和弘君)(続) 「みらいろ」が今

月オープンするなど、地域活性化につながる拠点

づくりが進められています。 

 次に、本道路の進捗状況と今後の取組について

お答えいたします。 

 大牟田市と荒尾市をつなぐ三池港インターチェ

ンジ連絡路では、橋脚が完成した区間において上

部工が架設されるなど、橋梁の整備が目に見える

形で進んでいます。 

 また、荒尾―長洲間では、事業化の前提となる

計画段階評価及び都市計画決定が完了し、そのう

ち令和５年度に事業化された荒尾道路では、初め

ての工事となる橋梁工事の着手に向けた準備が進

められています。 

 さらに、長洲―玉名間では、計画段階評価の手

続が進められており、県においても、玉名市から

熊本市間の沿線地域のつながりや期待される効果

など、整備に関する基礎的データの収集、分析を

進めています。 

 県としましては、引き続き、県議会、県選出国

会議員のお力添えをいただきながら、地元自治体

や期成会の皆様とともに、国に対し積極的に働き

かけを行い、全線の早期整備につなげてまいりま

す。 

  〔城戸淳君登壇〕 

○城戸淳君 土木部長より答弁いただきました。 

 この事業が着実に進展していることは、私も実

感をしております。ただ、先ほど言いました長洲

―玉名間におきましては、計画段階評価をし、着

実に進めていただき、一日も早く事業化されるよ

うに国への働きかけを、我々県議としても一生懸

命一緒に要望をしていきたいので、どうぞよろし

くお願いいたします。 

 以上で質問を終わりましたが、今回、重要なの
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は地域維持です。私は、いろんな意味で地域を代

表する玉名地域から私は育てていただきました。

先ほどの野球場は、命がけで私はやることを誓っ

ております。そして、私は情熱政治という信念を

全力で取り組むことを皆様にお誓い申し上げまし

て、私の一般質問を終わりたいと思います。 

 御清聴ありがとうございました。(拍手) 

○議長(内野幸喜君) 以上で本日の一般質問は終

了いたしました。 

 明13日及び14日は、県の休日のため、休会であ

りますので、次の会議は、来る15日午前10時から

開きます。 

 日程は、議席に配付の議事日程第５号のとおり

といたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

  午後０時12分散会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


